
事　業　概　要 要求額 査定額 内容

小・中学校体育館の防
災機能強化等に向けた
リニューアル事業

　東日本大震災発生後，防災への関心が一層高まり，防災拠点の機能強化が求められる現
在，災害発生時に地域住民等の緊急避難施設として活用されるなど，学校のみならず地域
にとっても重要な役割を果たす学校体育館について，耐震性の向上や避難施設としての機
能強化に向け，外断熱や蓄電池付太陽光発電，雨水利用等を備えた「環境にも配慮した防
災機能強化型学校体育館」として，毎年度５校程度の全面改修（リニューアル）を推進す
る。
　　【２５年度に改修する４校分の総事業費：８.７億円】

21,000 5,000

□要求どおり

■積算内容精査

■事業内容精査

小・中・総合支援学校
及び幼稚園への校務支
援システム導入

　学校の事務効率化については，財務会計・庶務事務システム等の構築により成果を挙げ
てきたが，さらに全小・中・総合支援学校及び幼稚園に校務支援システムを導入し，これ
まで各校で異なっていた校務事務の標準化・効率化・情報の共有化を進めることで，全市
立学校・校種間の連携を図り，教員同士が相互に授業展開等を吟味しあう機会や教員が子
どもたちと向き合う時間を増加させるとともに，マネジメント力のある学校経営の確立を
目指す。
　　【２５年度以降の事業費：３.２億円／年】

26,400 14,100

□要求どおり

■積算内容精査

■事業内容精査

京（みやこ）まなびプ
ログラム推進事業（仮
称）

　全国学力・学習状況調査（小学校６年生・中学校３年生対象）や京都市学習支援プログ
ラム（小学校３年生～中学校３年生対象）の結果等を把握・分析し，その内容・課題を共
有して，全中学校ブロックで展開されている小中一貫教育をより充実させるなど，義務教
育９年間を通した確かな学力の育成に向けた取組をより一層推進する。

61,700 36,500
□要求どおり

□積算内容精査

■事業内容精査

スクールカウンセラー
の全小学校・総合支援
学校への配置

　中学校及び高等学校への全校配置が完了しているスクールカウンセラーについて，子ど
も・家庭が抱える課題の早期発見，早期対応や予防的な取組の推進により，小学校から中
学校にかけて増加する思春期以降のつまづきや問題行動等を未然に防止するとともに，健
全な成長や社会性の育成を促すよう，小学校においても計画的な配置拡大により全校配置
を目指す。
　また，総合支援学校においても，子どもの障害のみならず心理的な課題に配慮したきめ
細かな指導の必要性が増していることから，教育相談体制の充実を図るため，全校に配置
する。

17,400 17,400

■要求どおり

□積算内容精査

□事業内容精査

（単位：千円）

教　育　委　員　会　予　算　要　求　の　内　容 査　定　結　果

事　業　名
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（単位：千円）

教　育　委　員　会　予　算　要　求　の　内　容 査　定　結　果

事　業　名

学校図書館運営支援員
の配置

　新学習指導要領において言語活動の充実が重視される中，「新・京都市子ども読書活動
推進計画」に基づき，子どもの読書環境の整備・充実を図るため，気軽に利用できる図書
施設である学校図書館に，司書資格等を有する支援員を派遣し，蔵書管理・選書，児童生
徒への利用指導などを行うことにより，その機能の充実を図る。

30,000 30,000 ■要求どおり

□積算内容精査

□事業内容精査

避難所指定の社会教育
施設等の耐震化推進

　東日本大震災発生後，防災への関心が一層高まり，防災拠点の機能強化が求められる現
在，小・中学校の校舎・体育館については，統合等特別の事情のある学校を除き，２３年
度中に耐震化が完了するが，学校以外で災害時の避難所など防災活動拠点として指定され
ている社会教育施設等について，耐震補強工事等を計画的に実施する。

90,800 70,400 □要求どおり

□積算内容精査

■事業内容精査

教育所管施設（学校・
幼稚園を除く）のア
セットマネジメント

　昭和４０～５０年代にかけて集中的に建設され，今後一斉に更新時期を迎えることから
大きな財政負担が予想される市有建築物について，計画性をもって適切に維持管理するこ
とで，①建築物の長寿命化，②経済性の向上，③社会的要請等（耐震化の推進，地球温暖
化対策，少子高齢化社会への対応）への対応を図る。
そこで，学校・幼稚園を除く教育委員会が所管する施設について，適切な施設の改修等を
行う。

198,500 104,300
□要求どおり

□積算内容精査

■事業内容精査


